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論 文 内 容 要 旨

本論文 は、いわゆる管理会計成立期以前のアメ リカにおける管理会計的実践の諸事例を取 り上げ、

それ ら各 々の もっ歴史的意義の解明とともに、全体 としての"い わゆる管理会計成立期以前 の管理

会計的実践"の もつ歴史的 ・理論的意義 の解 明を試みた ものである。すなわち、そ うした諸実践を

管理会計発達史において歴史的 ・理論的にどのように位置づ けるかが本論文の基本課題であるが、

それは同時に、そ うした視点か らみて管理会計の原点=そ の本源的 ・本来的な機能 ・本質をいかに

認識すべ きかという問題で もある。

第1部 「潜在的管理会計論序説」で は本論文の課題 と方法を論 じている。第1章 は、科学的管理

との関連で1880年 代か ら1920年 代 までの標準原価 と予算統 制を二大基軸 とする近代的管理会計 の成

立 を画す る通説的認識 に対 し、科学的管理を 「会計そのもの」 にとっては外在的要因 とみて、内在

的要因 と しての従来 の内部管理的会計実践を重視す る視点か ら、通説にい う 「二大基軸 としての標

準原価 と予算」 とい う形式(構 造)の 成立以後でなければ管理会計 の成立 は認め られないのか、科

学的管理に媒介 された科学的標準 とその拡大的適用 としての予算 という形式成立以前の 「管理」を

いかにとらえ、それに奉仕 した管理会計的実践 の歴史的 ・理論的な意義 と位置づ けをどのように認

識すべ きかを問題 としてい る。
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資本主義的管理 とは基本的に企業 とい う集団の 目的達成 のための計画 と統制 といえ るが、 それは

分業 に基づ く協業を基礎 と し、集団の目的達成 に必要 な諸業務 の諸個人への割 り当て と諸個人の遂

行責任追及 を不可欠 とす るため、責任 ・権 限の分担系列 と しての経営管理組織 において展 開 し、

「個人責任制度」 とこれに基づ く 「個人 アカウンタビリティ ・システム」(「 究極的には個人責任 に

かかわる 『人の計算 ・測定』を もって管理会計の機能 ・本質 とみ る視点」 〈辻 厚生氏〉 に照 らせ

ば管理会計 システムの基底)を 随伴す る。アメ リカ会計学会の1958年 度管理会計委員会報告書 は、

統制は人を通 じて行 うもので、会計を基礎 とするデータは内部的統制 を目的 とす る職員の責任内容

に合わせて報告 されねばな らず、そのためには勘定分類 の組織が企業 の組織構造 一つまり責任 ・権

限の分担 一と密接にかみあ うよ うになされ ることが重要 と している。 したが って、予算に具体化 さ

れ る計画 も企業の組織構造=責 任 ・権限の分担系列に対応する責任予算 として再編 されねばな らな

いが、 この ことは管理会計がその構造上 の要件 として、① 目標 ・計画 に基 づ く一その統制面への

「橋渡 し」ない し再編 ・転換形態 としての一標準 ・予算の設定(事 前計算手続 き)と 、 これに対す

る実績の把握 と比較および差異分析(事 後計算手続 き)を 通ずる統制 という二っの側面 ・要素を不

可欠 とすることと同時に、② そのための 「勘定分類の組織」が経営管理組織・=責任 ・権限の分担系

列に対応 してなされねばな らないことを意味する。 ここで② は①の前提をなす。 とすれば、② の要

件が成立 した時点で① の要件 と しての標準 ・予算の形式 その ものの成立 をなおみ るに至 らず とも、

分担 された責任に照 らしてなん らかの基準 に基づ く業績(=責 任達成度)評 価 ・統制の思考 ・観念

が生ず ることは責任概念の本性か ら当然想定され、それが会計技術上一定の構造=形 式 を採 りえた

ことも想定される。 この意味で、標準原価 と予算 とい う形式を備えるには至 らぬが② の要件 を備 え

た会計技術の一定の構造 ・技法を 「いわゆる管理会計成立期以前の管理会計的実践」 ととらえ うる

が、②の要件 を備えるかぎり、 これを 「いわゆる管理会計」成立の前提 ない し重要な契機(内 在的

要因)と してとらえ うる。すなわち形式的 にはいわゆる管理会計 として確立 されて はいないが、 内

容的には管理会計の基底 と しての個人 アカウンタビリティ ・システム=.「 企業全体の組織構造 一責

任 ・権限の分担 一と密接にかみあった勘定分類の組織」 に基づ く 「個人責任 にかかわる 『入 の計算 ・

測定』」 とい う機能 を備え、「経営管理 に奉仕す る会計」 と して機能 して いるか らで ある。 これを

「潜在的管理会計」 と規定 し、いわゆる管理会計 との対比および関連を 「潜在 的管理会計の展開 と

顕在的管理会計の展開」 ない し 「管理会計の潜在的展開過程 と顕在的展開過程」 と して とらえ、説

明 しよ うとす るものである。

こうした問題意識か ら第2章 では従来の管理会計史研究の問題点を辻 厚生、 田中隆雄、上総康

行 の3氏 の先行研究に照 らして検討 し、「潜在的管理会計論」の意義 を指摘 した。

第3章 では、「個人責任にかかわる 『人の計算 ・測定』」 とい う管理会計の機能=中 心的内容は潜

在的展開過程 において は、労働者間で あれ管理者間であれ、まず組織 における諸個人 の責任達成度

を反映す る実績(職 務遂行度を反映す る会計 〈数量〉的指標で、職務 の レベルにより物量、原価、

収益、利益、投資利益率等の諸形態 を採 る)間 の比較 とい う形であ らわれるとした。 それは形式的

には標準対実績でな く実績間比較であるが、優れた実績は比較 ・評価 の際の基準 二一種の規範 とし
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て実質的 に機能することか ら、 いわゆ る標準 はこの段階では実績に 「潜在」 してお り、実績間比較

という形式なが らも規範的意味を もっ 「潜在的な標準」に基づ く 「個人責任 にかかわる 『人の計算 ・

測定』」機能 を果た している。 そこか らこれを 「潜在的管理会計」 と規定 しうるとし、かつそれが

「標準原価 ・予算」概念生成の内在的要因 としての計算技術的基盤 であるとした。他方、 この潜在

的管理会計の展開を可能 な らしめる外在的要因を 「生産の技術的過程」 と 「生産の組織的過程」に

求めた。前者の中心 たる労働手段体系の発展 による"一 定時間内での一定量 の生産物供給 の技術的

法則化"と 後者 の"分 業に基づ く協業 を基盤 とす る組織=責 任 ・権限分担系列の成立"は 、「潜在

的な標準」が生産過程の管理計算 の尺度 と して材料 ・労働力の管理 に適用され ることを可能 な らし

め、実績間比較 の形式 を通ず る 「個人責任 にかかわる 『人 の計算 ・測定』」機能 の展開を可能 なら

しめた。ただ し、マニュフ ァクチュア段階ではなお手工業が基礎で、 この狭い技術的基礎 は生産過

程 の真 に科学的な分解 に基づ く課業=科 学 的標準 の確立 を妨げた。近代的大工業制下で この 「狭い

技術的基礎」 は打破 され、一っの自動装置 としての機械体系の全面的浸透 は、一定時間内での一定

量 の生産物供給の技術的法則化 に規定 された 「科学的標準」の追求を生産における全要素(労 働力、

労働手段、労働対象)に ついて強制する客観的基盤 として作用 し、 とりわけ標準作業時間 ・標準材

料消費量観念の生成 を促す。標準原価 と予算 とい う顕在 的管理会計の二大基軸 の成立 は、潜在的管

理会計技術(内 因)の 発展 とその機能展開を可能 な らしめる生産技術的 ・組織的基盤.(外 因)両 面

の十分 な成熟を待 ってはじめて可能 とな ったのである。

第H部(第4～7章)と 第 皿部(第8～12章)は 以上の論理的展開に対応する実証的展開で、第

H部 「管理会計 の原基的形態 と しての管理原価会計」 は、 いわば 「管理会計一般」 の原基的形態 と

しての位置づ けを、第皿部 「重層的管理会計 の歴史的基盤 としての管理原価会計」は、第H部 での

諸形態の発展的形態 と しての位置づ けを意図 している。

第4章 は、 「近 代的工場 の原型」 「近 代 的工 場管理 の起 源」 と位 置づ け られ る19世 紀 初頭 の

SpringfieldArmoryに おける生産過程の会計的統制 システムの構造 と機能を、1819年 の 「Dalliba

報告」 によって解明 し、管理会計 の基底 と しての責任会計の原基 的一形態の生成 とその由来 ・条件

を析出 している。第5章 は、SpringfieldArmoryを 含む19世 紀初頭か ら1870年 代 にかけての銃器

製造業 における原価計算実践を追跡 し、それが製造間接費の原価算入 を含む近代的原価計算 の原基

的形態 としての歴史的意義を もっ ことを解明 している。第6章 は、 アメ リカ産業革命を主導 した綿

織物工業 にお ける 「商業的管理か ら産業的管理 への移行」 の端緒的 ・代表 的企業で あるBoston

ManufacturingCompanyを 中心 に、19世 紀前半期の諸企業の管理原価会計の構造 と機能 を分析

している。第7章 は、19世 紀中葉 の綿織物工業企業LymanMillsの 原価会計がいわゆる簿記 と原

価計算の基本的統合 を体現 したものであったことに照 らしっっ、そのもっ労務管理機能 と財務管理

機能 とを析出 した。

第8章 は、重層的経営管理 システムの開拓者 と位置づけ られる鉄道企業組織 の特徴をなす分権的

管区制組織 とそれを基盤 とす る会計的管理 システムの基礎的成立過程をWestern、Baltimoreand

Ohio、NewYorkandErieの3鉄 道 について追跡 し、 とくにErieに おけるD.C.McCallumの
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い う 「個人アカウンタビリティ ・システム」の管理会計的性格 と歴史的意義を解明 している。第9・

10章 は、上記諸鉄道経営 の経験 ・教訓 を体系化 したPennsylvaniaRailroadCompanyに お ける

分権的管区制組織 とそれを基盤 とす る内部管理的会計 システムの形成過程 を、同社の第1期(1847

年度)～32期(1878年 度)年 次報告書 における会計的 ・統計的計算書 ・報告書 の発展過程を通 じて

解明 し、重層的管理会計 システムの歴史的基盤 としての位置 と意義を析 出 した。第11章 は、競争 の

時代に至 った1870年 代の鉄道業 で原価計算の最 も明確 な革新者 と位置づ け られるAlbertFinkの

原価分析 ・計算を 「Fink報 告」 によ って検討 し、固定費 ・変動費分解を特徴 とするそれが、差別

料金政策 の展開および内部管理 の効果的遂行に果た した機能的意義 と、「原価公開」を通ず る 「人

民的統制拒否」 に果 た した政策的意義 との両面を析出 している。第12章 は鉄道経営 ・会計の先駆的

意義 と他産業への浸透を意識 してU9世 紀後期の最 も典型的な産業資本家AndrewCarnegieの 管

理原価会計実践 を追跡 し、大企業 における最高経営者 の機能を理解 していた産業資本家 による経営

政策展開においてそれが果た した機能的意義の解明を試みている。

なお参考論文 との関連 に触れ ると、それは本論で説明 した潜在的管理会計論の基本的 コンセプ ト

を、現代管理会計発展の基本的論理 の解明 という新たな研究課題 に適用 し展開する うえで、当面必

要 と考え られ る基本的な問題設定および仮説的認識 と分析視点の確認 ・提起 を試 みた もので、その

焦点 は、論理的には計画会計が統制会計 に先行す るにもかかわ らず、歴史的には統制会計が計画会

計に先行 した根拠 ・理由の解明を試 みる点 にあ る。

論 文 審 査 結 果 の 要 旨

本論文は管理会計成立期 の前史にあたる時期、すなわち19世 紀初頭か ら20世 紀初頭を主 たる研究

対象 にし、アメリカにおける管理的原価会計(ManagerialCostAccounting)の 発展過程 を解 明

している。綿工業、鉄道業 など異なる産業 に属す る少な くない企業の分析 によって、管理的原価計

算 はこの時代 にその原基的形態 を整えてお り、通説でい う 「原価計算 の時代」 とい うよりは、それ

はむ しろ 「潜在的管理会計」 と規定 され るべ きであると結論づ けている。っま り、本論文 はこの時

期の原価会計の歴史的意義 をよ り積極的に評価 し、管理会計成立史研究に注 目すべ き新 たな見解 を

提示 している。

本論文で は、上述の見解 を実証す るため、会計的統制 とりわけ会計報告責任=個 人アカウンタビ

リティ ・システムを中心概念 にして、業績管理会計における会計情報 の進化を詳細に分析 している。

管理会計の成立 を規定す る重要な概念である 「標準」 は科学的管理法の始祖F.W.テ イ ラーに端

を発 してい るが、本論文で は、「標準」概念成立以前 の管理尺度 として、実績値の もっ意義を積極

的に評価 している。また、参考論文では、論理的には 「計画」(従 って 「標準」)が 先行す るにもか

かわ らず、歴史的には 「統制」が先行する所以にっいて考察を加 え、本論文の記述を補強 している。

本論文が研究対象 と している主 な企業、組織、産業 は次 の通 りである。 すなわち、TheUnited
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StatesArmylsArmoryatSpringfield(銃 器 製 造)、BostonManufacturingCompany(綿 工

業)、LymanMillsCorporation(綿 紡 織)、BaltimoreandOhioRailroad、NewYorkand

ErieRailroad、PennsylvaniaRailroadCompany(以 上、 鉄 道業)な どで あ る。 これ らの組 織

はいずれ もアメ リカ経営 史研 究 の重要 な研 究対 象 にな って お り、 そ の意味 で も本論 文 が経営 史研 究

の本流 に管理 会計 研 究 の視 点 で貢 献 す る本 格 的研究 と して高 く評 価 で き る。

従来 の原 価会 計史 研究 は、 そ の多 くが 文献 史的 研究 で あ ったの に対 し、 本論 文 は個 別企業 にお け

る会計 実践 す なわ ち歴史 的事 実 を、丹 念 に渉 猟 し、 それ らの資料(必 ず しも一 次 資料 が多 いわ けで

はない)を 深 く分析 す る ことに よ って、 原価 会計 の発 展過 程 を ダイ ナ ミック に再 現 して い る点 は評

価 に値 す る。

この20年 ほ どの間 に、管 理会 計史 研究 の領域 で い くっ かの注 目すべ き研究成 果 が世 に問 われ たが、

本論文 は豊 富 な資料 によ る原 価管 理会 計 の克 明 な記述 とい う点 で は、先行 研究 を は るか に凌駕 して

いる。

本論 文 の問題 点 を あげ る と した ら、 それ は 「潜 在 的管理 会計」 と い う概 念 の難解 さで あ る。 この

場 合 の 「潜 在 的」 とは、 通常 、 「萌芽 的」 と表 現 され る内 容 に近 似 してい るが、 「萌芽 的」 よ りはよ

り根 源的 な質 を内包 して い る ことを表現 す るたあ に、 この よ うな用 語 が使 われ て い る。 しか しなが

ら、 こ う した概 念規 定 は本論 文 の独 創性 を反 映 こそすれ、 本論 文 の評価 を妨 げ る もの で はない。

よ って、 本論 文 は博士 論文 と して合格 と判 定 す る。
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